
112012（平成24年）

備月ノ〃0Ⅷ
3日・文化の日
23日・勤労感謝のヨ

i　日月の税務と労務
国　税／10月分源泉所得税の納付

11月12日

国　税／所得税予定納税額の減額承

認申請　　　　　11月15日

国　税／所得税予定納税額第2期分

の納付　　　　11月30日

国　税／9月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等）11月30日

国　税／12月、3月、6月決算法人の

消費税等の中間申告

（年3回の場合）11月30日

国　税／3月決算法人の中間申告

11月30日　　′一㌔

国　税／個人事業者の消費税等の中

間申告
（年3回の場合）11月30日

地方税／個人事業税第2期分の納付

都道府県の条例で定める日

※税を考える週間11月11日～11月17日

■■ � �：王「 �■q �コ　消費税の転嫁カルテル 
′ � � � 

消費税率引上げに際して、価格への消費税額上乗せや、端数処 

理の方法を決定する等、共通の利益を求める特定事業者団体の共 

同行為のこと。カルテルを結ぶことは独占禁止法違反になります 

が、中小卸売業者や下請業者が、適正に消費税を転嫁し納入でき 

るよう、特例措置が検討されています。 
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11月号－2

高
度
成
長
期
に
相
次
い
で
創
業
し

た
中
小
企
業
は
軒
並
み
世
代
交
代
期

を
迎
え
て
い
ま
す
。
と
こ
ろ
が
、
日
々

の
仕
事
が
優
先
さ
れ
る
た
め
、
事
業

承
継
は
先
送
り
に
さ
れ
が
ち
で
す
。

後
継
者
も
親
が
健
全
な
間
に
は
話
題

に
し
に
く
い
と
い
う
問
題
が
あ
る
た

め
、
現
在
の
経
営
者
が
自
覚
を
持
っ

て
率
先
し
て
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
一

歩
も
進
ま
な
い
の
が
実
状
で
す
。

ま
た
、
相
続
税
に
つ
い
て
は
、
基

礎
控
除
額
の
縮
減
や
相
続
人
一
人
当

た
り
の
基
礎
控
除
額
引
き
下
げ
、
最

高
税
率
の
引
き
上
げ
な
ど
、
増
税
が

検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。
中
小
企
業
経

営
者
も
、
事
業
の
今
後
の
継
続
性
や

後
継
者
の
有
無
に
よ
っ
て
、
相
続
税

対
策
も
大
き
く
変
わ
っ
て
き
ま
す
。

自
社
株
評
価
が
高
く
、
後
継
者
へ
の

株
式
移
転
が
済
ん
で
い
な
け
れ
ば
、

し
っ
か
り
と
し
た
相
続
対
策
が
必
要

です。現
在
の
事
業
承
継
を
取
り
巻
く
状

況
を
統
計
数
値
か
ら
見
て
み
ま
す
と
、

経
営
者
の
平
均
年
齢
は
五
八
歳
、
経

営
者
の
引
退
予
想
平
均
年
齢
は
六
七

歳
と
な
っ
て
お
り
、
九
年
間
で
事
業

承
継
を
完
了
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
ま

す。
し
か
し
、
中
小
企
業
庁
の
調
査
で

は
、
現
在
に
お
け
る
後
継
者
不
足
の

企
業
は
五
七
％
に
及
ぶ
そ
う
で
す
。

男
性
の
生
存
率
は
六
〇
歳
以
降
急
降

下
の
カ
ー
プ
を
描
き
ま
す
。
後
継
者

｛

が
不
在
で
あ
り
、
財
産
調
査
も
さ
れ

て
お
ら
ず
、
事
業
の
継
続
が
困
難
で

あ
れ
ば
、
遺
族
は
無
論
、
長
年
会
社

と
苦
楽
を
共
に
し
て
き
た
多
く
の
社

員
も
路
頭
に
迷
う
こ
と
に
な
り
か
ね

ま
せ
ん
。
事
業
承
継
を
先
延
ば
し
に
し
て
お

く
と
、
経
営
者
が
急
に
病
気
に
な
っ

た
り
死
亡
し
た
場
合
に
経
営
に
混
乱

が
生
じ
た
り
、
雇
用
に
影
響
が
出
る

可
能
性
が
高
ま
り
ま
す
。
早
急
に
対

策
を
打
つ
に
越
し
た
こ
と
は
あ
り
ま

せん。事
業
承
継
と
言
っ
て
も
、
①
親
族

承
継
型
②
従
業
員
承
継
型
③
外
部
へ

の
会
社
の
売
却
型
④
会
社
の
整
理
・

廃
業
型
の
四
つ
の
パ
タ
ー
ン
し
か
あ

り
ま
せ
ん
。
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
承
継

の
方
法
と
問
題
点
を
検
討
し
て
み
ま

し
ょ
、
つ
。

●
親
族
・
子
供
等
へ
の
承
継
型

《
メ
リ
ッ
ト
》

①
一
般
的
に
、
内
外
の
関
係
者
か

ら
心
情
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
や
す

ヽ

　

O

②
　
後
継
者
を
早
期
に
決
定
し
、
後

継
者
教
育
等
の
た
め
の
長
期
の
準

－

備
期
間
を
確
保
し
や
す
い
。

③
　
相
続
や
贈
与
に
よ
り
会
社
株
式

を
後
継
者
に
移
転
で
き
る
た
め
、

所
有
と
経
営
の
分
離
を
回
避
で
き

る
可
能
性
が
高
い
。

④
　
担
保
設
定
や
借
入
金
残
高
も
引

き
継
ぎ
や
す
い
。

《
デ
メ
リ
ッ
ト
》

①
　
親
族
内
に
、
経
営
の
資
質
と
意

欲
を
併
せ
持
つ
後
継
者
候
補
が
い

る
と
は
限
ら
な
い
。

②
　
相
続
人
が
複
数
い
る
場
合
、
後

継
者
の
決
定
・
経
営
権
の
集
中
が

難
し
い
　
（
後
継
者
以
外
の
相
続
人

へ
の
配
慮
が
必
要
）
。

《対策》業
歴
が
長
い
優
良
企
業
の
自
社
株

の
評
価
は
高
く
、
親
子
間
の
売
買
・

贈
与
・
相
続
に
は
多
額
の
譲
渡
所
得

税
・
贈
与
税
・
相
続
税
が
課
税
さ
れ

る
可
能
性
が
高
く
な
り
ま
す
が
、
こ

れ
ら
の
税
金
を
支
払
う
現
金
が
な
い

こ
と
も
多
い
た
め
、
正
確
な
自
社
株

評
価
を
し
て
相
続
に
備
え
、
納
税
資

金
を
生
命
保
険
等
で
準
備
す
る
対
策

が
一
般
的
で
す
。

ま
た
、
退
職
金
規
定
を
整
備
し
、

社
長
の
退
職
金
で
相
続
税
の
納
税
資

金
や
会
社
に
関
与
し
な
い
子
供
た
ち

へ
の
代
償
資
金
を
支
払
え
る
よ
う
、



死
亡
保
険
の
加
入
も
検
討
し
ま
す
。

○
従
喜
歪
型

親
族
・
子
供
等
へ
の
承
継
を
諦
め
、

従
業
員
を
後
継
者
に
抜
擢
し
ま
す
。

社
内
の
後
継
者
候
補
と
し
て
は
、
共

同
創
業
者
、
専
務
等
番
頭
格
の
役
員
、

優
秀
な
若
手
経
営
陣
、
工
場
長
等
の

社
員
等
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、

取
引
先
企
業
や
金
融
機
関
か
ら
人
を

招
く
場
合
も
あ
り
ま
す
。
た
だ
し
、

社
内
に
基
盤
の
な
い
者
が
後
継
者
に

な
る
こ
と
は
、
社
員
等
の
反
発
が
予

想
さ
れ
ま
す
の
で
慎
重
に
選
定
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

一
方
、
従
業
員
が
後
継
者
に
抜
擢

さ
れ
た
場
合
に
は
、
他
の
従
業
員
に

も
、
親
族
以
外
で
も
社
長
に
な
れ
る

と
の
良
い
雰
囲
気
が
生
ま
れ
、
社
員

の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
あ
が
る
可
能

性
が
大
き
く
な
り
ま
す
。

《
メ
リ
ッ
ト
》

①
　
親
族
内
だ
け
で
な
く
、
会
社
の

内
外
か
ら
広
く
候
補
者
を
求
め
る

こ
と
が
で
き
る
。

②
　
特
に
社
内
で
長
期
間
勤
務
し
て

い
る
従
業
員
に
承
継
す
る
場
合
は
、

経
営
の
一
体
性
及
び
関
係
者
の
理

（

解
も
得
や
す
い
。

《
デ
メ
リ
ッ
ト
》

①
　
後
継
者
候
補
に
株
式
取
得
等
の

資
金
力
が
無
い
場
合
が
多
い
。

社
員
を
後
継
者
に
す
る
と
な
る

と
、
現
経
営
者
か
ら
株
を
購
入
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
内
部
留

保
が
多
く
含
み
益
が
多
い
会
社
で

あ
れ
ば
、
株
価
も
高
く
、
購
入
も

容
易
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
無
料
で

譲
る
こ
と
も
で
き
ま
す
が
、
そ
の

場
合
、
株
価
×
株
数
の
金
額
を
前

経
営
者
か
ら
承
継
者
に
贈
与
す
る

こ
と
に
な
り
、
多
額
の
贈
与
税
が

発
生
し
て
し
ま
い
ま
す
。
承
継
者

が
新
し
い
会
社
を
設
立
す
る
こ
と

も
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
業
種
に
よ

っ
て
は
新
た
に
工
場
や
店
舗
、
倉

庫
を
持
た
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

し
、
得
意
先
が
つ
い
て
く
る
と
は

限
り
ま
せ
ん
。

し
た
が
っ
て
、
そ
の
よ
う
な
リ

ス
ク
を
目
す
よ
り
も
、
取
引
関
係

が
継
続
す
る
こ
と
を
前
提
に
会
社

の
設
備
や
不
動
産
を
創
業
家
か
ら

賃
借
す
れ
ば
、
多
額
の
資
金
を
必

要
と
せ
ず
、
前
経
営
者
も
生
活
の

程
が
手
に
入
り
ま
す
。

②
　
個
人
保
証
、
担
保
設
定
の
引
継

ぎ
等
に
問
題
が
多
い
。

（

事
業
承
継
に
先
立
っ
て
で
き
る

だ
け
債
務
の
圧
縮
を
図
り
、
後
継

者
の
債
務
保
証
を
軽
減
で
き
る
よ

う
に
金
融
機
関
と
交
渉
し
、
個
人

保
証
・
担
保
が
完
全
に
処
理
で
き

な
い
場
合
は
、
負
担
に
見
合
っ
た

報
酬
を
後
継
者
に
確
保
し
て
お
く

こ
と
が
必
要
で
す
。

⑨
　
親
族
内
承
継
の
場
合
以
上
に
、

後
継
者
候
補
が
経
営
へ
の
強
い
意

志
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
重
要
と

な
る
が
、
適
任
者
が
い
な
い
恐
れ

が
あ
る
。

e
外
部
へ
の
会
社
の
売
却
型

親
族
・
子
供
等
へ
の
承
継
は
で
き

な
い
、
従
業
員
に
承
継
さ
せ
る
に
も

実
直
な
番
頭
は
い
る
が
経
営
者
に
は

不
向
き
な
ど
の
場
合
に
は
、
営
業
譲

渡
や
会
社
分
割
な
ど
の
M
＆
A
へ
の

取
り
込
み
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

軽
骨
が
安
定
し
て
い
る
う
ち
に
同

業
者
な
ど
に
相
談
し
、
会
社
の
株
を

全
部
買
い
上
げ
て
も
ら
っ
た
り
、
従

業
員
も
含
め
て
営
業
譲
渡
し
た
り
と

他
社
に
事
業
を
承
解
し
ま
す
。
こ
の

場
合
、
他
社
の
支
配
下
と
な
り
ま
す

が
、
社
長
は
し
ば
ら
く
継
続
す
る
こ

と
も
可
能
で
、
人
事
交
流
や
技
術
交

流
を
進
め
た
う
え
で
、
社
長
は
退
職

金
を
得
て
退
職
す
る
パ
タ
ー
ン
も
考

え
ら
れ
ま
す
。

《
メ
リ
ッ
ト
》

①
　
身
近
に
後
継
者
の
適
任
者
が
い

な
い
場
合
で
も
、
広
く
候
補
者
を

外
部
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

②
　
現
経
営
者
が
会
社
売
却
の
利
益

を
獲
得
で
き
る
。

《
デ
メ
リ
ッ
ト
》

①
　
希
望
の
条
件
　
（
社
員
の
継
続
雇

用
、
価
格
等
）
　
を
満
た
す
買
い
手

を
見
つ
け
る
の
が
困
難
で
あ
る
。

②
　
経
営
の
一
体
性
を
保
つ
の
が
困

難
で
あ
る
。

4

会
社
の
整
理
・
廃
業
塾

後
継
者
が
な
く
、
事
業
の
将
来
性

も
見
込
め
な
い
場
合
、
会
社
の
解
散
・

清
算
を
決
意
す
る
こ
と
も
ひ
と
つ
の

選
択
で
す
。

ま
た
最
近
は
、
会
社
の
整
理
・
廃

業
型
と
従
業
員
承
継
型
を
組
み
合
わ

せ
、
先
代
の
会
社
は
い
っ
た
ん
閉
じ
、

従
業
員
が
新
た
に
会
社
を
設
立
し
て

事
業
や
店
舗
を
引
き
継
ぐ
パ
タ
ー
ン

も
増
加
し
て
い
ま
す
。



［］

ンピックの経済効果

ロンドン五輪での日本選手の活躍は記憶

に新しいところです。

ロイズ銀行グループの試算によれば、ロ

ンドン五輪の招致決定から終了5年後まで

（2005年～2017年）の経済効果は165億

ポンド（約2兆680億円）とされています。

過去の大会では、開催国でインフラ整備な

ど建設ブームが起こり、テレビをはじめと

する関連消費財の需要も盛り上がる傾向が

ありました。

しかし、閉幕後、ブームの反動からの過

剰在庫やインフラ整備の結果としての財政

悪化など、むしろ経済への悪影響が顕著に

なっているとの分析があります。記憶に新

しいところでは、04年のアテネ大会後の

ギリシャ危機、08年北京大会後の中国経

済失速と続いています。

日本を見ると、五輪に限らず、「日本が

スポーツで活躍すると不思議と国内経済に

悪いニュースが起こる」との有り難くない

傾向も。古くは72年にスキージャンプの

「日の丸飛行隊」が金メダルを独占した後

のオイルショック。92年の水泳で岩崎恭

子選手の金メダル獲得後にはバブル崩壊で

株価が下落。97年にサッカーワールドカ

ップ本大会出場を決めた「ジョホールパル

の歓喜」の翌日、北海道拓殖銀行の破綻。

2000年に高橋尚子選手がマラソンで金メ

ダルを取るとITバブル崩壊といった具合

です。

いずれにせよ、経済効果を含めた多くの

「オリンピック効果」と通称される効果に

ついては、本来はあくまで「副産物」に過

ぎません。大切なことは「世界中から選手

や観客が集う競技大会」としてのオリンピ

ック本来の目的をしっかり考えた上での招

致や大会運営が行われることです。

2020年の夏季オリンピックの開催地

は、東京、イスタンブール、マドリードの

中から2013年9月に決定されます。果た

して東京の運命や如何に＝・。

国外財産調書の提出制度の創設

適正な課税・徴収の確保を図る観点から、

国外財産を有する者がその保有する国外財

産について申告する仕組み（国外財産調書

制度）が創設されました。

その年の12月31日時点で、その価額の

合計額が5，000万円を超える国外財産を

有する者は、その財産の種類、数量及び価

額その他必要な事項を記載した調書（国外

財産調書）を、翌年の3月15日までに、所

轄税務署長に提出しなければならないこと

とされました。国外財産調書に偽りの記載

をして提出した場合や正当な理由がなく期

限内に提出しなかった場合には、1年以下

の懲役または50万円以下の罰金が科され

ます。なお、情状によりその刑を免除する

ことができることとされています。

最初の国外財産調書は、平成25年12月

31日時点の国外財産の保有状況を記載し

て、平成26年3月17日までに提出するこ

ととなります。

が
ん
探
知
犬

犬
の
喚
覚
を
利
用
し
て
、
が
ん
患

者
特
有
の
に
お
い
を
か
ぎ
分
け
る
、

が
ん
探
知
犬
が
注
目
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
の
犬
は
、
千
葉
県
に
あ
る
「
セ

ン
ト
シ
ュ
ガ
ー
が
ん
探
知
犬
育
成
セ

ン
タ
ー
」
で
飼
育
さ
れ
て
い
ま
す
。

九
州
大
学
の
研
究
グ
ル
ー
プ
で
は
、

大
腸
が
ん
患
者
の
呼
気
な
ど
を
採
取

し
て
実
験
を
し
た
と
こ
ろ
、
九
割
以

上
の
確
率
で
が
ん
患
者
の
も
の
を
か

ぎ
分
け
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

さ
ら
に
こ
の
犬
は
、
子
宮
頸
が
ん

や
卵
巣
が
ん
な
ど
五
種
類
の
婦
人
科

が
ん
患
者
の
に
お
い
も
か
ぎ
分
け
ら

れ
る
こ
と
が
、
日
本
医
科
大
学
の
研

究
に
よ
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

今
後
は
、
こ
の
犬
が
か
ぎ
分
け
て

い
る
、
が
ん
に
共
通
す
る
に
お
い
の

物
質
の
発
見
が
待
た
れ
ま
す
。
こ
の

物
質
が
発
見
さ
れ
る
と
、
呼
気
だ
け

で
が
ん
の
有
無
が
判
定
で
き
る
セ
ン

サ
ー
の
開
発
に
つ
な
が
り
、
が
ん
の

早
期
発
見
が
よ
り
進
む
こ
と
が
期
待

で
き
ま
す
。


